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１．令和３年度下期検討の目的・論点

1

○ 令和３年８月に、標準仕様書【第1.0版】を公表したが、より効果的な内容とするために更なる検討を行う。

・全国照会、都道府県照会の意見の反映

・検討課題一覧の対応

・デジタル庁で進めているデータ要件、連携要件の影響による対応

○ 令和３年度下期は、以下を論点として検討を行う。

改定対象 論点

本編
①システムの操作権限に関する要件の追加
②ログ（宛名・税・操作等）に関する要件の追加
③標準準拠システムへの切り替え時の留意点の追加（別紙・参考とするかも検討）

業務フロー 改定の予定なし（標準仕様書【第1.0版】にて対応済）

機能・帳票要件

①意見を踏まえた機能の追加・変更、出力帳票の追加
②意見を踏まえた【管理項目】の追加
③意見を踏まえた【管理項目】のコード表の追加
④意見を踏まえた連携機能の追加
⑤エラー・アラートの追加

帳票詳細要件
①追加帳票の詳細要件の追加
②意見を踏まえた印字項目・編集条件の追加

帳票レイアウト
①追加帳票のレイアウトの追加
②意見を踏まえた項目・文言の追加・変更
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２．検討課題事項の要素①（全国照会の意見（９月以降対応分））

○ 全国照会の意見より９月以降対応とした939件の検討・対応を行う。

※ ７月20日（火）以降に、４自治体、38件の意見があったため追加している。

○ データ要件、連携要件に係る意見は機能要件として対応し、非機能要件は本編への追加で対応する。

（デジタル庁との調整により、必要に応じて記載場所のすみ分け等を行う。）

※ データ要件 ： 管理項目・コード項目の追加・修正

※連携要件 ： 新たな連携機能の追加等

要件分類
障害者福祉

共通
手帳関連 手当関連

障害福祉
サービス関連

自立支援
医療関連

合計

1. 業務フロー 0 0 0 0 0 0 0%

2. 機能要件 94 115 81 89 57 436 46.4%

3. 帳票要件 6 71 19 79 62 237 25.2%

4. データ要件 5 67 30 41 39 182 19.4%

5. 連携要件 6 7 3 1 7 24 2.6%

6. 非機能要件 13 7 24 6 6 56 6.0%

7. 標準化全般 0 0 1 0 0 1 0.1%

8. その他 3 0 0 0 0 3 0.3%

合計 127 267 158 216 171 939 100%



3

２．検討課題事項の要素②（検討・課題一覧（令和３年度下期検討分））

○ 検討・課題一覧の残案件96件のうち、Ｒ３年度下期検討事項としている79件の検討・対応を行う。

○ データ要件、連携要件の残案件は機能要件として対応し、非機能要件は本編への追加で対応する。

（デジタル庁との調整により、必要に応じて記載場所のすみ分けを行う。）

○ 標準化全般の残案件は、対応方針を決定し、標準仕様書へ反映させたい。

※ 特に、帳票レイアウトの変更については、構成員の皆様にも更なるお知恵を拝借しながら検討したい。

要件分類 残件数

1. 業務フロー ０

2. 機能要件 28

3. 帳票要件 15

4. データ要件 20

5. 連携要件 13

6. 非機能要件 １

7. 標準化全般 17

8. その他 ２

合 計 96

検討・課題一覧の９月以降検討案件

0件, 0%

28件, 30%

15件, 16%

20件, 21%

13件, 13%

1件, 1%

17件, 17%

2件, 2%

要件分類別（件数・割合）

1. 業務フロー

2. 機能要件

3. 帳票要件

4. データ要件

5. 連携要件

6. 非機能要件

7. 標準化全般

8. その他
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○ 都道府県照会の意見は、「帳票様式の統一化」、「集計報告様式の統一化」、「データによる双方向のファイル連
携」の３つに大別できるため、各事業の特徴を踏まえて検討・整理を行う。

２．検討課題事項の要素③（都道府県照会の意見）

検討の種類

身体
障害
者手
帳

療育
手帳

精神
障害
者保
健福
祉手
帳

国制
度手
当

障害
福祉
サー
ビス

自立
支援
医療
（更
生医
療）

自立
支援
医療
（育
成医
療）

自立
支援
医療
（精
神通
院医
療）

補装
具

特別
児童
扶養
手当

令和３年度下期検討の方向性

帳票様式 ● ● ● － － ● － ● ● ●
必要に応じて都道府県へ確認の上、
項目の追加・削除意見は市町村から
の意見と合わせて検討する。

集計・報告
様式

● ● ● ● － ● ● ● ● ●
独自様式を入手し、EUC機能で満た
せるか検討する。

進達情報・
審査結果情
報データの
ファイル連携

● ● ● － － － － ● － －

次のような考慮事項を踏まえて、事
務局にて整理を進める。
・都道府県側システムの改修費用
・ファイル連携による回線・通信環境
・機密情報漏洩防止
・添付書類不備等による返戻・再進達
・判定機関と交付機関が分かれる
・紙とデータの両面が必要になること
に対するマッチング
・職員の事務負担 など



３．主な論点の対応方針（操作権限管理①）
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○ 論点の１つとした「システムの操作権限管理」の対応方針は次のとおりである。

【考え方】

①操作権限は、非機能要件に定められた内容と整合性をとるべきではないか。

②操作権限は、自治体システムに共通した要件とすべきであり、特に認証については統一すべきではないか。

③従って、「住民記録システム標準仕様書」での記載内容を確認した上で、基本的には住民記録システムに合わせ、その上で障害
者福祉システム固有の要件があれば追加することを基本としてはどうか。

①非機能要件における定義内容との整合性確認

非機能要件においては、住基標準仕様書案（住
民記録システム標準仕様書）に定めた内容は特
段の調整は不要となっている。

従って、「住民記録システム標準仕様書」の操作
権限管理の要件に準拠すればよいのではないか。



３．主な論点の対応方針（操作権限管理②）
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「住民記録システム標準仕様書」での記載内容

①本庁職員と区役所職員での権限（更新・参照）設定をできること

②区役所職員の権限は、管理区は更新でき、他の区は参照のみにできること

③区役所の下の支所も同様に権限設定できること

④職員もしくは所属（課・係）単位に利用できるメニュー画面・機能を設定できること

⑤職員もしくは所属単位に登録・修正・削除・参照・印刷・ファイル出力を設定できること

⑥権限設定（登録・修正・削除・参照）はオンラインにより個別にできること

⑦人事異動時を考慮し、利用者及びその権限の登録・修正・削除を一括でできること

⑧操作権限設定は管理者のみ行えること

全国照会での意見

○ 「住民記録システム標準仕様書」の“操作権限管理”に準拠することで、基本的にはよ
いのではないか。

○ 一方で、全国照会での意見と比較してみた場合、 「住民記録システム標準仕様書」の
記載は抽象的に感じられ、具体的に管理できることが分かりづらい。

○従って、 「住民記録システム標準仕様書」の“操作権限管理”に準拠することとした上
で、事例として全国照会での意見を記載してはどうか。

対応の方向性

②「住民記録システム標準仕様書」における操作権限管理の要件内容の確認

本編の非機能要件に、次の内容を追加する。

○操作権限管理 ※事例は実装必須と実装オプションの切り分けを行う。

住民記録システム標準仕様書に記載している、「10.3 操作権限管理」に準拠すること。

例1）本庁職員と区役所・支所職員での権限（更新・参照）設定をできること

例2）職員もしくは所属（課・係）単位に利用できるメニュー画面・機能を設定できること

・・・

標準仕様書の改定内容（素案）



３．主な論点の対応方針（ログ管理①）
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○ 論点の１つとした「ログ管理」の対応方針は次のとおりである。

①非機能要件における定義内容との整合性確認

非機能要件においては、住基標準仕様書案（住
民記録システム標準仕様書）に定めた内容は特
段の調整は不要となっている。

従って、「住民記録システム標準仕様書」のログ
管理の要件に準拠すればよいのではないか。

【考え方】

①ログ管理は、非機能要件に定められた内容と整合性をとるべきではないか。

②ログ管理は、自治体システムに共通した要件とすべきではないか。

③従って、「住民記録システム標準仕様書」での記載内容を確認した上で、基本的には住民記録システムに合わせ、その上で障害
者福祉システム固有の要件があれば追加することを基本としてはどうか。



３．主な論点の対応方針（ログ管理②）
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「住民記録システム標準仕様書」での記載内容

②「住民記録システム標準仕様書」におけるログ管理の要件内容の確認



３．主な論点の対応方針（ログ管理③）
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②「住民記録システム標準仕様書」におけるログ管理の要件内容の確認

①操作ログを検索・抽出し、確認・分析できる仕組みがあること。

②税情報の参照履歴を検索・抽出し、確認・分析できる仕組みが
あること。

③住基情報、個人番号の参照履歴を検索・抽出し、確認・分析で
きる仕組みがあること。

全国照会での意見

○ 「住民記録システム標準仕様書」の“アクセスログ管理”に準拠
することで、基本的にはよいのではないか。

○ 一方で、全国照会での意見と比較してみた場合、 「住民記録シ
ステム標準仕様書」では、住民記録システム固有の要件が記載
されており、かつ幅広く要件を定めている。

○ 従って、「住民記録システム標準仕様書」の“アクセスログ管理”
に準拠することとした上で、固有要件を置き換えてはどうか。

対応の方向性

本編の非機能要件に、次の内容を追加する。

○アクセスログ管理

住民記録システム標準仕様書に記載している、「10.2 アクセスログ管理」に準拠するこ
と。ただし、住民記録システム標準仕様書固有の要件となる部分は、次のとおり置き
換える。

・ 操作ログ 取得対象：・・・・

・ イベントログ 標準準拠システムが動作するＯＳや運用管理ツール、データベース等
におけるイベントログでよい。

・ 通信ログ イベントログと同様。

・ 印刷ログ イベントログと同様。

なお、「帳票の出力履歴の管理」は、機能・帳票要件に定めている。

・設定変更ログ 操作ログの範囲とする。

・エラーログ イベントログの範囲とする。

なお、連携時のエラーや再処理は、機能・帳票要件に定めている。

・税ログ 住民税情報を参照したログとして、操作者ID、操作日時、端末名、機能名・画
面名、参照税項目（宛名番号、課税年度、・・・）等

・住記ログ 住民記録情報を参照したログとして、操作者ID、操作日時、端末名、機能
名・画面名、参照宛名番号等

※ 個人番号、DV情報、住登外情報等、住基情報以外の情報も含まれるた
め、「住基」ではなく「住記」としている。

・「取得したログは、市区町村が定める期間保管するとともに、オンラインでの検索・抽
出・照会、EUC機能を用いた後日分析が簡単にできること。」は、「取得した操作ログ、
税ログ、住記ログは、・・・（以下同文）」とする。

・＜ログの分析＞は、実装オプションとする。

標準仕様書の改定内容（素案）



（参考１）データ要件との関連性①（共用データセット）
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○ データ要件と障害者福祉システム標準仕様書の関連性は次のとおりと想定しているが、今後デジタル庁と調整する。

【出典】 令和３年７月 内閣官房IT室 「地方自治体の基幹業務システムのデータ要件・連携要件の標準のアウトプットイメージについて」

■ データ要件（SAMPLE）

■ 機能・帳票要件

桁数やコードID等は
ここで定められる。

○管理項目は、機能・帳票要件に定める。（従来と変更
なし。）
※データ要件と二重記載となるため、データ要件が整
備された時点で削除するか等はデジタル庁と調整する。

○共用データセットは他システムとの連携で利用する
項目であるため、実装オプション項目は他システムで
の必要性により実装必須への変更を検討する。

○実装必須、実装オプション、実装不可の識別は、必
須/任意の列で表現されると想定される。

○桁数等はデータ要件に定めれらる。

共用データセット



（参考１）データ要件との関連性②（個別データセット）
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【出典】 令和３年７月 内閣官房IT室 「地方自治体の基幹業務システムのデータ要件・連携要件の標準のアウトプットイメージについて」

■ データ要件（SAMPLE）

■ 機能・帳票要件

個別データセット 桁数やコードID等は
ここで定められる。

○共用データセットと個別データセットの相
違は、他システムでの利用有無であるため、
共用データセットに定めていない管理項目は
個別データセットに定められることとなる。

○その他は、共用データセットと同じ。

○送付先情報等のマスタ管理やメモ情報等
は別途デジタル庁と調整する。



（参考１）データ要件との関連性③（コード表）
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【出典】 令和３年７月 内閣官房IT室 「地方自治体の基幹業務システムのデータ要件・連携要件の標準のアウトプットイメージについて」

■ データ要件（SAMPLE）

■ 機能・帳票要件

桁数やコード値・内容等
はここで定められる。

○管理項目のうち、コード化するものはデ
ータ要件のコード一覧表に定められる。

以下の点については、デジタル庁と調整
すべきと想定している。
○コード値・内容を自治体で追加・変更・
削除できるものの整理。
○コード値の利用開始日と利用終了日の
追加（利用は任意）。



（参考２）連携要件との関連性
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【出典】 令和３年７月 内閣官房IT室 「地方自治体の基幹業務システムのデータ要件・連携要件の標準のアウトプットイメージについて」

○ 連携要件と障害者福祉システム標準仕様書の関連性は次のとおりと想定しているが、今後デジタル庁と調整する。

■ 連携要件（SAMPLE）

■ 機能・帳票要件

具体的な連携項目は
ここに定められる。

○必要な連携機能は、機能・帳票要件
に定める。（従来と変更なし。）

○実装必須（日次・月次連携）と実装
オプション（随時連携）の扱いはデジタ
ル庁と調整する。

○連携項目は、連携要件に定められ
る。
⇒全国照会の意見や検討課題一

覧の内容を踏まえて、事務局にてデジ
タル庁と調整を進める。

○個人番号、DV情報、住登外情報、
外国人情報の連携項目の扱いは、
デジタル庁と調整する。


